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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 289,015 3.7 6,401 50.0 7,196 40.2 △1,067 ―

20年3月期 278,686 3.3 4,267 △44.6 5,132 △44.1 1,406 △65.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △8.66 ― △1.0 3.6 2.2
20年3月期 10.90 ― 1.1 2.5 1.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 193,051 100,107 51.0 866.55
20年3月期 202,677 122,514 59.5 934.22

（参考） 自己資本   21年3月期  98,400百万円 20年3月期  120,557百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 16,083 △7,295 △4,582 19,581
20年3月期 6,724 △12,477 △1,340 15,803

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00 1,935 137.6 1.6
21年3月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00 1,774 ― 1.7

22年3月期 
（予想）

― 5.00 ― 10.00 15.00 39.6

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

157,000 △0.2 7,100 20.8 7,000 14.4 3,200 153.2 28.18

通期 293,500 1.6 9,200 43.7 8,900 23.7 4,300 ― 37.87



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（損失）（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 144,860,138株 20年3月期 144,860,138株

② 期末自己株式数 21年3月期  31,305,826株 20年3月期  15,814,278株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 144,490 5.1 2,221 ― 5,039 89.9 △1,693 ―

20年3月期 137,510 2.6 △346 ― 2,653 △47.8 741 △61.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △13.74 ―

20年3月期 5.75 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 143,750 66,662 46.4 587.05
20年3月期 151,589 88,149 58.2 683.09

（参考） 自己資本 21年3月期  66,662百万円 20年3月期  88,149百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によ
って予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想の前提となる仮定及び業績予想に関する注記事項につきましては、3～4ページ「１．経営成績（１）
経営成績の分析」をご覧ください。 



(1）経営成績に関する分析 

・当連結会計年度の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国発の世界的な金融危機による株価の下落や急激な円高等の影響を受け

て企業収益が大幅に悪化し、景気はかつてない減速局面を迎えました。また、食品偽装事件等の多発による「食の安

全、安心」に対する不信感や雇用・所得環境の悪化から、消費者の「生活防衛意識」が高まる等、食品業界にとって

は厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の中で、当社グループは「グリコグループ行動規範」に基づき、信頼される企業であり続けること

を事業展開の基本としながら、主力品の強化、新製品・系列品の発売、自動販売機や職場専用ボックスでの販売等に

よる販売拠点の拡大や各々の流通形態に適合した販売対策を積極的に展開いたしました。 

 その結果、売上面では、菓子部門、冷菓部門、牛乳・乳製品部門、食品部門、畜産加工品部門の全ての部門におい

て前連結会計年度を上回ったため、当連結会計年度の売上高は289,015百万円となり、前連結会計年度（278,686百万

円）に比べ3.7％の増収となりました。 

 利益面につきましては、国際的な原材料価格の高騰に対し、製品規格の変更、使用原料の見直し等、さまざまな対

応策を講じた結果、売上原価率はダウンいたしました。一方、主力既存品への注力や新製品の発売等、積極的な販売

促進活動を行ったことにより販売促進費が増加いたしました。その結果、営業利益は6,401百万円と前連結会計年度

（4,267百万円）に比べ2,133百万円の増益となり、経常利益は7,196百万円と前連結会計年度（5,132百万円）に比べ

2,064百万円の増益となりました。 

 また、当連結会計年度は固定資産売却益等を特別利益に、投資有価証券や固定資産に関する減損損失等を特別損失

に、減損資産に係る繰延税金資産の取崩額を法人税等調整額に計上いたしました。その結果、当期純損失は1,067百

万円となり、前連結会計年度の当期純利益（1,406百万円）に比べ2,474百万円の減益となりました。 

  

・部門別売上高の概況 

  

＜菓子部門＞ 

 国内では、新製品チーザが順調に売上を伸ばし、ビスコグループ等も前連結会計年度を上回りましたが、メンタ

ルバランスチョコレートＧＡＢＡやキスミントガム等は前連結会計年度を下回りました。一方、海外では中国が当

連結会計年度も引き続き順調に売上を伸ばしました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は87,922百万円となり、前連結会計年度（86,740百万円）に比べ1.4％の増

収となりました。 

  

＜冷菓部門＞ 

 主力品のパピコやジャイアントコーンが好調に推移し、新製品パリッテやミニセレ等も増収となり、卸売販売子

会社も増収となりました。一方、和ごころ、アイスの実等は、前連結会計年度を下回りました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は58,659百万円となり、前連結会計年度（55,469百万円）に比べ5.8％の増

収となりました。 

  

１．経営成績

  （単位：百万円）

期別 前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

増減額 
  

対前期比

部門別 金額 構成比 金額 構成比

    ％   ％   ％ 

菓子  86,740  31.1  87,922  30.4  1,182  101.4

冷菓  55,469  19.9  58,659  20.3  3,190  105.8

牛乳、乳製品等  83,499  30.0  85,452  29.6  1,952  102.3

食品  21,550  7.7  23,889  8.3  2,338  110.9

畜産加工品等  31,425  11.3  33,090  11.4  1,664  105.3

合計  278,686  100.0  289,015  100.0  10,328  103.7



＜牛乳・乳製品部門＞ 

 新製品ドロリッチが順調に売上を伸ばし、マイルドカフェオーレ等の乳飲料も前連結会計年度を上回りました。

一方、清涼飲料やプリン及びヨーグルトは前連結会計年度を下回りました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は85,452百万円となり、前連結会計年度（83,499百万円）に比べ2.3％の増

収となりました。 

  

＜食品部門＞ 

 主力の２段熟カレー及びスナックスープが前連結会計年度を上回り、ちょい食べカレーも順調に売上を伸ばしま

した。また、カレー職人やＬＥＥ等のレトルトカレーも堅調に推移いたしました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は23,889百万円となり、前連結会計年度（21,550百万円）に比べ10.9％の増

収となりました。 

  

＜畜産加工品部門＞ 

 主力のパリッと朝食ウインナー等のソーセージやベーコン関係が前連結会計年度を上回りました。また、Ａーグ

ル、澱粉等の食品原料も前連結会計年度を上回りました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は33,090百万円となり、前連結会計年度（31,425百万円）に比べ5.3％の増

収となりました。 

  

・次期連結会計年度の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する見通し 

 次期連結会計年度の国内経済の見通しにつきましては、景気の先行きが不透明感を増す中、雇用・所得環境の悪化

から、個人消費の冷え込みも懸念されます。さらに国際的な金融危機の今後の推移も注目されます。食品業界におい

ては、市場規模の拡大が期待できない状況の中で消費者の低価格・安全・健康志向はますます高まり、量販店におけ

るプライベートブランド商品の拡大も加速され、販売競争はますます激しくなるものと予想されます。 

 当社グループといたしましては、消費者等の動向を常に把握し、より付加価値の高い新製品の発売と既存品の育成

に努めるとともに、各々の流通形態に合わせた適切な施策を実行いたします。 

 このような状況のもと、次期連結会計年度の売上高は293,500百万円（前連結会計年度に比べ1.6％の増収）、営業

利益は9,200百万円（前連結会計年度に比べ43.7％の増益）、経常利益は8,900百万円（前連結会計年度に比べ23.7％

の増益）、当期純利益は4,300百万円を目標としております。 

  

・次期連結会計年度の部門別の売上見通し 

 部門別には、菓子部門は90,500百万円（前連結会計年度に比べ2.9％の増収）、冷菓部門は58,700百万円（前連結

会計年度に比べ0.1％の増収）、牛乳・乳製品部門は86,300百万円（前連結会計年度に比べ1.0％の増収）、食品部門

は24,000百万円（前連結会計年度に比べ0.5％の増収）、畜産加工品部門は34,000百万円（前連結会計年度に比べ

2.8％の増収）を目標としております。 

  



(2）財政状態に関する分析 

・当期のキャッシュ・フローの状況 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差引いた当連結会計年度のフリー・

キャッシュ・フローは8,787百万円と前年同期（△5,753百万円）に比べ14,540百万円の増加となりました。これは主

に投資有価証券の取得による支出が減少したことによるものです。 

 短期借入金は増加しましたが、自己株式の取得による支出等もあり、財務活動によるキャッシュ・フローは

△4,582百万円（前年同期比3,241百万円の減少）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物期末残高は19,581百万円となり、前連結会計年度の期末残高

（15,803百万円）に比べ、3,778百万円増加しました。 

  

・キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。今後も、

中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値の向

上並びに株主価値の増大に努めてまいります。 

 当連結会計年度の期末配当につきましては、１株につき10円を予定しております。既に、平成20年12月10日に実施

済の中間配当金１株当たり５円と合わせまして、年間配当金は１株当たり15円となります。また、現時点では次期の

１株当たり配当金は15円を予定しております。  

  

  

  （単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額（△は減）

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,724  16,083  9,358

投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,477  △7,295  5,181

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,340  △4,582  △3,241

現金及び現金同等物期首残高  22,557  15,803  △6,754

現金及び現金同等物期末残高  15,803  19,581  3,778

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率（％）  59.6  59.5  51.0

時価ベースの自己資本比率（％）  85.2  78.6  57.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.4  1.2  1.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  128.5  35.9  43.4



・企業集団等の概況 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 
  

なお、最近の有価証券報告書（平成20年6月30日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、「関係

会社の状況」の開示を省略しております。 

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針、（2）目標とする経営指標、（3）中長期的な会社の経営戦略、 

(4）会社の対処すべき課題  

平成19年3月期中間決算短信（平成18年10月31日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、開示を

省略しております。 

 当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ) 

http://www.glico.co.jp/report/report.htm 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

   

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,380 11,198

受取手形及び売掛金 29,546 29,971

有価証券 7,349 9,900

たな卸資産 19,131 －

商品及び製品 － 8,445

仕掛品 － 932

原材料及び貯蔵品 － 10,841

前渡金 238 286

前払費用 478 271

短期貸付金 489 448

繰延税金資産 2,297 2,792

その他 2,842 2,183

貸倒引当金 △161 △95

流動資産合計 71,593 77,176

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  66,169 67,246

減価償却累計額及び減損損失累計額 ※4  △44,725 ※4  △45,954

建物及び構築物（純額） 21,444 21,291

機械装置及び運搬具 115,766 119,438

減価償却累計額及び減損損失累計額 ※4  △91,074 ※4  △93,814

機械装置及び運搬具（純額） 24,691 25,623

工具、器具及び備品 18,929 19,459

減価償却累計額及び減損損失累計額 ※4  △15,559 ※4  △16,126

工具、器具及び備品（純額） 3,370 3,332

土地 ※2  14,396 ※2  14,647

リース資産 － 204

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △37

リース資産（純額） － 166

建設仮勘定 2,694 1,400

有形固定資産合計 66,596 66,463

無形固定資産   

ソフトウエア 748 590

ソフトウエア仮勘定 0 1,213

その他 301 280

無形固定資産合計 1,050 2,083

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  48,794 ※1  36,819



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

長期貸付金 1,014 952

長期前払費用 247 151

繰延税金資産 7,031 5,814

その他 7,380 3,983

貸倒引当金 △1,032 △392

投資その他の資産合計 63,436 47,328

固定資産合計 131,084 115,875

資産合計 202,677 193,051

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,595 28,942

短期借入金 8,322 21,862

未払費用 18,636 18,559

未払法人税等 595 872

役員賞与引当金 91 88

販売促進引当金 － 1,195

その他 5,442 4,823

流動負債合計 62,684 76,342

固定負債   

長期借入金 6 5

退職給付引当金 13,287 12,133

役員退職慰労引当金 470 344

その他 3,714 4,117

固定負債合計 17,478 16,601

負債合計 80,162 92,944

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,773 7,773

資本剰余金 7,421 7,426

利益剰余金 115,932 112,935

自己株式 △10,493 △26,639

株主資本合計 120,633 101,495

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 684 △1,228

繰延ヘッジ損益 △803 △635

為替換算調整勘定 43 △1,231

評価・換算差額等合計 △76 △3,095

少数株主持分 1,957 1,707

純資産合計 122,514 100,107

負債純資産合計 202,677 193,051



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 278,686 289,015

売上原価 ※1, ※3  165,197 ※2, ※3  170,250

売上総利益 113,488 118,764

販売費及び一般管理費   

運賃及び倉庫料 25,148 26,026

販売促進費 32,185 32,238

販売促進引当金繰入額 － 1,195

広告宣伝費 13,303 13,637

貸倒引当金繰入額 43 18

給料及び手当 13,707 14,105

賞与 4,268 4,369

役員賞与引当金繰入額 91 88

退職給付引当金繰入額 802 788

役員退職慰労引当金繰入額 173 223

福利厚生費 4,145 4,364

減価償却費 1,604 1,317

その他 13,746 13,991

販売費及び一般管理費合計 ※3  109,221 ※3  112,363

営業利益 4,267 6,401

営業外収益   

受取利息 522 443

受取配当金 547 667

有価証券売却益 0 －

金利スワップ評価益 730 271

負ののれん償却額 238 －

その他 878 870

営業外収益合計 2,918 2,254

営業外費用   

支払利息 223 334

複合金融商品評価損 368 －

繰延ヘッジ損益取崩額 225 232

固定資産除却損 358 279

固定資産廃棄費用 96 －

休止固定資産減価償却費 － 185

為替差損 292 67

その他 488 358

営業外費用合計 2,053 1,458

経常利益 5,132 7,196



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※4  321 ※4  257

投資有価証券売却益 228 162

損害賠償受入 112 －

貸倒引当金戻入額 90 120

その他 1 65

特別利益合計 754 606

特別損失   

減損損失 ※5  670 ※5  113

投資有価証券評価損 758 4,541

その他 32 515

特別損失合計 1,461 5,170

税金等調整前当期純利益 4,424 2,632

法人税、住民税及び事業税 1,540 1,351

過年度法人税等 206 －

法人税等調整額 900 1,964

法人税等合計 2,646 3,316

少数株主利益 370 383

当期純利益又は当期純損失（△） 1,406 △1,067



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,773 7,773

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,773 7,773

資本剰余金   

前期末残高 7,419 7,421

当期変動額   

自己株式の処分 1 5

当期変動額合計 1 5

当期末残高 7,421 7,426

利益剰余金   

前期末残高 116,463 115,932

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929

当期純利益又は当期純損失（△） 1,406 △1,067

連結子会社増加に伴う剰余金減少 △1  

当期変動額合計 △531 △2,996

当期末残高 115,932 112,935

自己株式   

前期末残高 △10,371 △10,493

当期変動額   

自己株式の取得 △129 △16,198

自己株式の処分 6 52

当期変動額合計 △122 △16,145

当期末残高 △10,493 △26,639

株主資本合計   

前期末残高 121,285 120,633

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929

当期純利益又は当期純損失（△） 1,406 △1,067

自己株式の取得 △129 △16,198

自己株式の処分 8 57

連結子会社増加に伴う剰余金減少 △1 －

当期変動額合計 △652 △19,137

当期末残高 120,633 101,495



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 5,937 684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,253 △1,912

当期変動額合計 △5,253 △1,912

当期末残高 684 △1,228

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △907 △803

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 168

当期変動額合計 103 168

当期末残高 △803 △635

為替換算調整勘定   

前期末残高 △145 43

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 188 △1,274

当期変動額合計 188 △1,274

当期末残高 43 △1,231

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,885 △76

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,961 △3,019

当期変動額合計 △4,961 △3,019

当期末残高 △76 △3,095

少数株主持分   

前期末残高 1,433 1,957

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 523 △249

当期変動額合計 523 △249

当期末残高 1,957 1,707



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 127,604 122,514

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929

当期純利益又は当期純損失（△） 1,406 △1,067

自己株式の取得 △129 △16,198

自己株式の処分 8 57

連結子会社増加に伴う剰余金減少 △1 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,438 △3,269

当期変動額合計 △5,090 △22,406

当期末残高 122,514 100,107



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,424 2,632

減価償却費 10,220 9,989

減損損失 670 113

負ののれん償却額 △238 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,177 △1,153

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △562 △125

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △3

販売促進引当金の増減額（△は減少） － 1,195

貸倒引当金の増減額（△は減少） △128 △700

受取利息及び受取配当金 △1,070 △1,111

支払利息 223 334

為替差損益（△は益） 50 64

固定資産除却損 358 279

投資有価証券評価損益（△は益） － 4,541

売上債権の増減額（△は増加） 1,980 △1,013

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,749 △1,335

仕入債務の増減額（△は減少） △1,012 △348

その他 △2,186 3,757

小計 8,801 17,116

法人税等の支払額 △2,077 △1,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,724 16,083

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △390 △1,439

定期預金の払戻による収入 881 407

有価証券の売却による収入 497 503

投資有価証券の取得による支出 △7,139 △661

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,562 4,857

有形固定資産の取得による支出 △10,199 △11,113

有形固定資産の売却による収入 416 436

無形固定資産の取得による支出 △273 △1,508

貸付けによる支出 △621 △501

貸付金の回収による収入 613 604

利息及び配当金の受取額 1,145 1,118

その他 29 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,477 △7,295



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 931 13,895

長期借入金の返済による支出 △7 △1

利息及び配当金の支払額 △2,123 △2,299

少数株主への配当金の支払額 △19 △16

自己株式の取得による支出 △129 △16,198

その他 8 37

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,340 △4,582

現金及び現金同等物に係る換算差額 58 △426

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,034 3,778

現金及び現金同等物の期首残高 22,557 15,803

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 280 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※  15,803 ※  19,581



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  30社 

 なお、当連結会計期間より、重要性が増加したた

め、上海江崎格力高南奉食品有限公司を新たに連結

子会社に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  30社 

  

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社はありません。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社（江栄商事㈱他１社）は、小規模会

社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 同左 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない非連結子会社（江栄商事㈱

他１社）及び関連会社（㈱関東フローズン他２社）

は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としての重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 決算日が連結決算日と異なる連結子会社は下表の通

りです。 

 当連結財務諸表の作成に当って、下記の４社につい

ては、連結決算日との間に生じた重要な取引を調整し

た上でその決算日の財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 同左 

  

会社名 決算日 

上海江崎格力高食品有限公司 12月31日 

上海江崎格力高南奉食品有限
公司 

12月31日 

Thai Glico Co.,Ltd. 12月31日 

Ezaki Glico USA Corp. 12月31日 

  
  



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券…償却原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により算

定） 

  なお、組込デリバティブの時価を区分して

測定することが出来ない複合金融商品につい

ては複合金融商品全体を時価評価しておりま

す。  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

  

  

時価のないもの 

…主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

②デリバティブ…時価法 ②デリバティブ…同左 

③たな卸資産…主として総平均法による低価法 ③たな卸資産…主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法） 

    （会計方針の変更） 

  当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日

公表分）を適用しております。これに伴う損益へ

の影響は軽微であります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

  …主として定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、定額法を

採用しております。 

(会計方針の変更） 

  当社および国内連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以

降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

  これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益がそれぞれ250百万円減少しておりま

す。 

(追加情報） 

  当社および国内連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費及び営業外費用に含

めて計上しております。 

 これにより営業利益が492百万円、経常利益及び

税金等調整前当期純利益がそれぞれ509百万円減少

しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

…同左 

  

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

(追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

  当社および国内連結子会社の機械装置について

は、従来、耐用年数を４～15年としておりました

が、４～10年に変更しました。 

 この変更は、法人税法の改正を契機として、当社

および国内連結子会社の機械装置について、経済的

耐用年数を見直した結果として変更を行ったもので

あります。 

 これにより、営業利益が386百万円、経常利益及

び税金等調整前当期純利益がそれぞれ398百万円増

加しております。 

  



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ②無形固定資産 

    …定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年間）による定額法を

採用しております。 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

  …同左 

 ────── 

  

  ③リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…同左 

②役員賞与引当金…役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額に基づき計上して

おります。 

②役員賞与引当金…同左 

③退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③退職給付引当金…同左 

④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

  提出会社は、従来役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おりましたが、平成20年６月27日開催の定時株主

総会において、役員退職慰労金制度の廃止及び同

日までの退職慰労金については打切り支給するこ

ととし、対象役員の退任時に支給することが決議

されました。これにより、提出会社の役員退職慰

労引当金を取崩し、打切り支給の未払分628百万円

を「その他(流動負債）」及び「その他（固定負

債）」に含めて表示しております。 

④役員退職慰労引当金…同左 

  

  

  

 （追加情報） 

                   ────── 

  

                ────── 

  

 ⑤販売促進引当金 

販売促進費の支出に備えるため、当連結会計年度末

における販売促進費の見込額に基づき計上しており

ます。 



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

               ────── 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為

替予約については振当処理の要件を満たしている

場合には、振当処理を採用しております。 

 また、金利スワップについては金融商品に係る

会計基準の特例処理の要件を満たしている場合に

は、特例処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約…外貨建予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

金利スワップ…金利変動リスクのある金融資産及

び借入金 

  

③ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は社内規定に従い、保有する

資産及び借入金に係わる為替変動または金利変動

リスクを効果的にヘッジする目的で利用しており

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜き方式によってお

ります。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については全面時

価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 同左 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 主に５年間の均等償却を行っております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 同左 



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （1）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これに

伴う損益への影響はありません。 

（2）リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

これに伴う損益への影響はありません。 

（3)販売促進引当金 

  当連結会計年度より四半期連結財務諸表の作成が義務付

けられ、決算作業の迅速化の必要性が高まりました。当社

は前連結会計年度においてはリベートの期末未払額を未払

費用として計上しておりましたが、この決算迅速化の要請

に対応するため、同未払額の算定についての体制を整備す

るとともに、算定方法の見直しを行った結果、当連結会計

年度より販売促進引当金として計上しております。この算

定方法の変更による損益への影響は軽微であります。 

なお、前連結会計年度において未払費用に含まれていたリ

ベートの期末未払額は1,210百万円であります。 



表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──────  （連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、 「たな卸資産」として掲載されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞ

れ7,658百万円、997百万円、10,474百万円であります。 

──────  （連結損益計算書） 

１.前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「休止固定資産減価償却費」は、

営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ました。 

  なお、前連結会計年度における「休止固定資産減価償却

費」の金額は182百万円であります。 

２.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「有価証

券売却益」（当連結会計年度は2百万円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下であるため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

３.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資

産廃棄費用」（当連結会計年度は26百万円）は、営業外

費用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用

の「その他」に含めて表示することにしました。 

──────  （連結キャッシュフロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券評価

損益」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「投資

有価証券評価損益」は758百万円であります。  



注記事項

（連結貸借対照表関係）

NO. 
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） NO. 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通

りであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通

りであります。 

  投資有価証券（株式） 158百万円

計 158      

  投資有価証券（株式） 158百万円

計 158      

※２ （担保提供資産） ※２ （担保提供資産） 

  建物及び構築物 26百万円

土地  77 

計  104

  土地  77百万円

計  77

  （上記に対応する債務）   （上記に対応する債務） 

  長期借入金 －百万円

計  －

  長期借入金 －百万円

計  －

 ３ （債務保証）  ３ （債務保証） 

  ＜保証先＞ ＜金額＞  ＜内容＞ 

従業員  12百万円  住宅資金借入債務 

  ＜保証先＞ ＜金額＞  ＜内容＞ 

従業員   8百万円  住宅資金借入債務 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

（連結損益計算書関係）

NO. 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

NO. 
当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 低価法による原材料評価損65百万円が含まれてお

ります。 

※１                  ──────

※２ ────── ※２  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、たな卸資産評価損737百万円が売

上原価に含まれております。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費4,702百万円 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費4,736百万円 

※４ 固定資産売却益の内容は、土地の売却益でありま

す。 

※４ 固定資産売却益の内容は、土地の売却益でありま

す。 

※５ 減損損失 

投資の意思決定単位である事業部門及び遊休資産

にグルーピングし、以下の資産グループについて

減損損失（670百万円）を計上しました。 

※５ 減損損失 

投資の意思決定単位である事業部門及び遊休資産

にグルーピングし、以下の資産グループについて

減損損失（113百万円）を計上しました。 

  場所 用途 種類 

千葉市緑区 遊休 土地 

大阪市西淀川
区他 

遊休設備 機械装置等 

  場所 用途 種類 

東京都昭島市
他 

遊休設備 機械装置等 

  今後の使用見込みのない遊休資産を回収可能価額

まで減額しております。その内訳は、土地503百万

円、機械装置157百万円、その他9百万円でありま

す。 

なお、これらの回収可能価額は正味売却可能価額

により算定しており、土地については、近隣地の

分譲価格を基に算出しており、それ以外の資産に

ついては、零円としております。 

  収益性の低下した状態が継続している事業資産及

び今後の使用見込みのない遊休資産を回収可能価

額まで減額しております。その内訳は、機械装置

89百万円、その他24百万円であります。 

なお、これらの回収可能価額は正味売却可能価額

により算定しております。正味売却可能価額は、

零円として評価しております。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加 103,405株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少 7,271株は、単元未満株

式の買増請求による減少であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式  144,860,138  －  －  144,860,138

合計  144,860,138  －  －  144,860,138

自己株式                        

普通株式  15,718,144  103,405  7,271  15,814,278

合計  15,718,144  103,405  7,271  15,814,278

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  1,291  10 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

平成19年10月31日 

取締役会 
普通株式  645  5 平成19年９月30日 平成19年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  1,290 利益剰余金  10 平成20年３月31日 平成20年６月30日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加 15,550,307株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 15,195,000株、単元

未満株式の買取による増加 355,307株であり、減少 58,759株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  144,860,138 － －  144,860,138

合計  144,860,138 － －  144,860,138

自己株式         

普通株式  15,814,278  15,550,307  58,759  31,305,826

合計  15,814,278  15,550,307  58,759  31,305,826

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  1,290  10 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

平成20年10月31日 

取締役会 
普通株式  638  5 平成20年９月30日 平成20年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  1,135 利益剰余金  10 平成21年３月31日 平成21年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 9,380  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △425  

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
6,848  

計  15,803
 

  （百万円）

現金及び預金勘定  11,198

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △1,517

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
 9,900

計  19,581



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 連結グループは食料品の製造、販売のみの事業であるため、事業の種類別セグメント情報はありません。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 934.22円

１株当たり当期純利益金額 10.90円

１株当たり純資産額  866.55円

１株当たり当期純損失金額     8.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  1,406  △1,067

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 1,406  △1,067

期中平均株式数（千株）  129,082  123,236



  

(開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストックオプション等、企業

結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しており

ます。 

  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（役員退職慰労金制度の廃止） 

 提出会社は、平成20年５月８日開催の取締役会におい

て、平成20年６月27日開催の第103回定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議い

たしました。  

 この廃止に伴い、制度廃止日までの在任期間に対応す

る役員退職慰労金を打ち切り支給すること、並びに役員

退職慰労金の打ち切り支給の時期については、各取締役

および監査役の退任時とすることが本総会で承認されま

した。 

 なお、これによる損益への影響はありません。 

  

（自己株式の取得に係る事項）  

  提出会社は、平成20年５月19日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事

項を以下のとおり決議いたしました。 

(1）自己株式取得に関する取締役会の決議内容 

  ① 取得する株式の種類 

    当社普通株式 

  ② 取得する株式の総数 

    1,500,000株（上限） 

  ③ 取得する期間 

    平成20年5月20日～平成20年6月26日 

  ④ 取得価額の総額 

    2,000百万円 

  ⑤ 取得の方法 

    信託方式による市場買付 

（金融機関からの資金調達）  

  提出会社は、平成21年２月16日開催の取締役会決議に

基づき、下記記載の通り借入を行いました。 

 ① 使用使途 

   設備資金 

 ② 借入先の名称 

   株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャー並びに 

  エージェントとする16金融機関によるシンジケート団 

 ③ 借入金額 

   10,000百万円 

 ④ 借入条件 

   市場金利を参考にした変動金利によっております。 

 ⑤ 実施時期 

   平成21年4月2日 

 ⑥ 返済期限 

   平成26年4月2日 

 ⑦ 担保提供資産又は保証の内容 

   無 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,088 6,615 

受取手形 986 907 

売掛金 14,342 14,331 

有価証券 7,348 9,484 

製品 5,326 － 

商品及び製品 － 6,101 

仕掛品 199 221 

原材料 2,588 － 

貯蔵品 131 － 

原材料及び貯蔵品 － 3,159 

前渡金 9 286 

前払費用 157 197 

繰延税金資産 1,606 2,023 

短期貸付金 213 206 

関係会社短期貸付金 1,439 1,356 

未収入金 1,963 1,865 

その他 14 8 

貸倒引当金 △85 △8 

流動資産合計 41,330 46,756 

固定資産   

有形固定資産   

建物 14,660 14,672 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,515 △9,799 

建物（純額） 5,144 4,872 

構築物 961 966 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △790 △809 

構築物（純額） 170 157 

機械及び装置 62,216 64,504 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △51,220 △52,848 

機械及び装置（純額） 10,996 11,655 

車両運搬具 537 582 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △452 △498 

車両運搬具（純額） 85 84 

工具、器具及び備品 14,595 14,902 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △12,017 △12,514 

工具、器具及び備品（純額） 2,577 2,388 

土地 9,982 9,977 

建設仮勘定 708 454 



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

有形固定資産合計 29,664 29,591 

無形固定資産   

特許権 28 23 

借地権 1 1 

商標権 81 76 

ソフトウエア 479 204 

ソフトウエア仮勘定 － 891 

その他 47 47 

無形固定資産合計 639 1,245 

投資その他の資産   

投資有価証券 48,261 36,324 

関係会社株式 10,881 10,881 

出資金 3 3 

関係会社出資金 3,219 4,652 

従業員に対する長期貸付金 928 755 

関係会社長期貸付金 8,614 9,754 

破産更生債権等 748 8 

長期前払費用 56 15 

繰延税金資産 4,202 3,153 

長期預金 4,600 2,000 

その他 851 861 

貸倒引当金 △2,412 △2,252 

投資その他の資産合計 79,955 66,157 

固定資産合計 110,259 96,994 

資産合計 151,589 143,750 

負債の部   

流動負債   

支払手形 55 47 

買掛金 15,127 15,417 

短期借入金 6,000 20,000 

未払金 1,866 1,648 

未払費用 10,703 9,847 

未払法人税等 261 99 

預り金 20,558 21,171 

役員賞与引当金 30 47 

販売促進引当金 － 1,195 

金利スワップ 674 402 

その他 51 － 

流動負債合計 55,327 69,878 



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

退職給付引当金 6,364 5,335 

預り保証金 1,272 1,257 

その他 474 617 

固定負債合計 8,111 7,209 

負債合計 63,439 77,087 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,773 7,773 

資本剰余金   

資本準備金 7,413 7,413 

その他資本剰余金 7 12 

資本剰余金合計 7,421 7,426 

利益剰余金   

利益準備金 1,943 1,943 

その他利益剰余金   

特別償却準備金 21 13 

固定資産圧縮積立金 173 132 

固定資産圧縮特別勘定積立金 73 179 

別途積立金 79,893 79,893 

繰越利益剰余金 1,501 △2,178 

利益剰余金合計 83,607 79,983 

自己株式 △10,493 △26,639 

株主資本合計 88,308 68,544 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 645 △1,246 

繰延ヘッジ損益 △803 △635 

評価・換算差額等合計 △158 △1,881 

純資産合計 88,149 66,662 

負債純資産合計 151,589 143,750 



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 137,510 144,490 

売上原価   

製品期首たな卸高 4,792 5,326 

当期製品製造原価 57,460 58,826 

当期製品仕入高 17,594 19,106 

合計 79,848 83,258 

製品期末たな卸高 5,326 6,101 

原材料評価損 52 341 

他勘定振替高 853 1,157 

製品売上原価 73,720 76,341 

売上総利益 63,789 68,148 

販売費及び一般管理費   

運賃及び倉庫料 8,105 8,199 

販売促進費 25,907 25,467 

販売促進引当金繰入額 － 1,195 

広告宣伝費 9,111 9,763 

給料及び手当 7,669 7,941 

賞与 2,883 2,879 

役員賞与引当金繰入額 30 47 

退職給付引当金繰入額 381 461 

役員退職慰労引当金繰入額 126 － 

福利厚生費 2,423 2,721 

減価償却費 925 777 

その他の経費 6,572 6,472 

販売費及び一般管理費合計 64,136 65,926 

営業利益又は営業損失（△） △346 2,221 

営業外収益   

受取利息 264 272 

有価証券利息 357 302 

受取配当金 2,088 2,014 

金利スワップ評価益 730 271 

受取ロイヤリティー 563 473 

その他 531 569 

営業外収益合計 4,534 3,903 



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 339 432 

繰延ヘッジ損益取崩額 225 232 

複合金融商品評価損 368 － 

固定資産除却損 220 133 

固定資産廃棄費用 41 － 

休止固定資産減価償却費 － 130 

その他 339 156 

営業外費用合計 1,535 1,085 

経常利益 2,653 5,039 

特別利益   

固定資産売却益 321 228 

投資有価証券売却益 226 162 

税務更正受入額 215 － 

損害賠償受入 112 － 

貸倒引当金戻入額 90 120 

その他 1 65 

特別利益合計 967 577 

特別損失   

投資有価証券評価損 754 4,514 

減損損失 629 24 

貸倒引当金繰入額 482 601 

その他 7 201 

特別損失合計 1,873 5,340 

税引前当期純利益 1,747 276 

法人税、住民税及び事業税 245 103 

過年度法人税等 183 － 

法人税等調整額 576 1,866 

法人税等合計 1,005 1,970 

当期純利益又は当期純損失（△） 741 △1,693 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,773 7,773 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 7,773 7,773 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,413 7,413 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 7,413 7,413 

その他資本剰余金   

前期末残高 5 7 

当期変動額   

自己株式の処分 1 5 

当期変動額合計 1 5 

当期末残高 7 12 

資本剰余金合計   

前期末残高 7,419 7,421 

当期変動額   

自己株式の処分 1 5 

当期変動額合計 1 5 

当期末残高 7,421 7,426 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,943 1,943 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 1,943 1,943 

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 38 21 

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － 2 

特別償却準備金の取崩 △16 △10 

当期変動額合計 △16 △7 

当期末残高 21 13 

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 96 173 



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 76 － 

固定資産圧縮積立金の取崩 － △40 

当期変動額合計 76 △40 

当期末残高 173 132 

固定資産圧縮特別勘定積立金   

前期末残高 － 73 

当期変動額   

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 73 105 

当期変動額合計 73 105 

当期末残高 73 179 

別途積立金   

前期末残高 79,893 79,893 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 79,893 79,893 

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,830 1,501 

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － △2 

特別償却準備金の取崩 16 10 

固定資産圧縮積立金の積立 △76 － 

固定資産圧縮積立金の取崩 － 40 

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 △73 △105 

剰余金の配当 △1,936 △1,929 

当期純利益又は当期純損失（△） 741 △1,693 

当期変動額合計 △1,328 △3,680 

当期末残高 1,501 △2,178 

利益剰余金合計   

前期末残高 84,802 83,607 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929 

当期純利益又は当期純損失（△） 741 △1,693 

当期変動額合計 △1,194 △3,623 

当期末残高 83,607 79,983 

自己株式   

前期末残高 △10,371 △10,493 

当期変動額   

自己株式の取得 △129 △16,198 

自己株式の処分 6 52 



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当期変動額合計 △122 △16,145 

当期末残高 △10,493 △26,639 

株主資本合計   

前期末残高 89,624 88,308 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929 

当期純利益又は当期純損失（△） 741 △1,693 

自己株式の取得 △129 △16,198 

自己株式の処分 8 57 

当期変動額合計 △1,315 △19,763 

当期末残高 88,308 68,544 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 5,820 645 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,175 △1,891 

当期変動額合計 △5,175 △1,891 

当期末残高 645 △1,246 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △907 △803 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 168 

当期変動額合計 103 168 

当期末残高 △803 △635 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,913 △158 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,071 △1,723 

当期変動額合計 △5,071 △1,723 

当期末残高 △158 △1,881 

純資産合計   

前期末残高 94,537 88,149 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,936 △1,929 

当期純利益又は当期純損失（△） 741 △1,693 

自己株式の取得 △129 △16,198 

自己株式の処分 8 57 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,071 △1,723 

当期変動額合計 △6,387 △21,487 

当期末残高 88,149 66,662 



 該当事項はありません。 

   

(1）役員の異動（平成21年６月26日付） 

① 代表者の異動 

 該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

１）退任予定取締役 

    玄 洋二郎  

                                                                                        以上 

  

  

継続企業の前提に関する注記

６．その他
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